
平成３１年度嘉麻市教育委員会　生涯学習課事業計画表（案）

実施目標 前年度の課題 実施時期 具体的な事業内容 課題解決に向けての対策 回数等
予算・経費・補
助金等

関連事業（関連機
関）連携

1

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

④　公立公
民館・自治公
民館連携強
化推進事業

分館・自治公民
館活動支援事
業

それぞれの公民
館で行われてい
る公民館活動の
支援を行い、地域
活性化と地域文
化の向上を目指
す。

公民館基本計画
に基づき分館方
式への移行を進
めていく必要が
あるため、新た
に分館を設置す
る区域において
は、地区公民館
が主導的立場で
分館事業の実施
計画を立案する
必要がある。

４月～
３月

地区公民館による分館活
動の企画・立案・運営支援

地域・学校・行政の連携強
化

各種補助金の交付
・分館運営費補助
・自治公民館活動事業費
補助金
・公民館類似施設等補助
金

各種補助金についての地
元協議

分館長会議・自治公民館
長会議を通じて、分館方
式への移行の説明を行
い、新たに分館を設置す
る区域においては、地区
公民館が主導的な立場で
分館事業の実施計画を立
案し、分館事業への協力
及び参加を要請する。

随時

事業総額
16,706千円
（うち補助金）
公民館類似施
設等補助金
2,972千円
分館運営費補
助金
3,803千円
自治公民館等
活動費補助金
3,683千円

分館
自治公民館
市内小・中学校

2

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

稲築地区公民
館施設整備事
業

生涯学習活動の
拠点となる稲築地
区公民館施設の
整備を行う。

-
４月～
３月

稲築中学校区小中一体型
校との併設に向けた協議

稲築中学校区小中一体型
校施設整備協議会への情
報提供及び意見聴取

- 随時 -

自治公民館
公民館利用団体
社会教育関係団体
企画財政課
学校教育課
稲築中学校区小中
一体型校施設整備
協議会

3

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

分館・自治公民
館施設見直し
事業

公民館基本計画
に基づき、分館施
設の新設や建
替、移設等を行
う。
自治公民館施設
の見直しを行う。

分館を新設する
稲築・碓井地区
については、分
館の対象区域の
設定と自治公民
館施設の見直し
を同時に進めて
いく必要がある
ため、今後も地
元住民への十分
な説明、協議が
必要である。ま
た、山田・嘉穂地
区については、
分館施設の設置
や移設等につい
て、今後も地元
住民への十分な
説明、協議が必
要である。

４月～
３月

分館施設の設置や見直し
を行い、施設の新設や建
替、移設等の検討、地元
協議を行う。

自治公民館施設の見直し
を行い、地元協議を行う。

分館施設の設置・移設及
び自治公民館施設の地元
移管を進めるためには、
地元協議を進めることに
並行して、関係各課とも連
携し、事業を進めていく。

随時 -

分館
自治公民館
企画財政課
総合窓口課
人権・同和対策課
地域活性推進課

4

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

公民館施設管
理運営事業

生涯学習の拠点
である公民館施
設の適切な維持
管理を行う。

老朽化した施設
が多くあるため、
経年劣化による
部品の交換や施
設修繕等、費用
が増加している。

４月～
３月

公立公民館施設
・施設の維持管理
・施設の改修・補修
・施設備品の管理・補修

経年劣化による部品交換
や施設修繕については、
計画的に行い、予算の平
準化を図る。
公立公民館施設の見直し
を行い、計画的に施設整
備を行う。

随時
事業総額
71,006千円

分館
企画財政課

【中央公民館係】【稲築・碓井・嘉穂・山田地区公民館】

番
号

アクションプ
ラン主要施
策

アクションプ
ラン施策内
容

アクションプ
ラン事業名

個別事業名
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実施目標 前年度の課題 実施時期 具体的な事業内容 課題解決に向けての対策 回数等
予算・経費・補
助金等

関連事業（関連機
関）連携
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5

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

成人式

大人になったこと
を自覚し、自らの
努力で、人生を切
り拓こうとする新
成人を祝い励ま
し、若者の社会や
地域のリーダーと
しての育成を行
う。

成人年齢を現行
の２０歳から１８
歳に引き下げる
改正民法が２０２
２年４月１日に施
行されることに伴
い、成人式の実
施方法を検討し
ていく必要があ
る。

2020年
1月12日

実行委員会形式による企
画・運営
　第１部　　式典
　第２部　　アトラクション

近隣市町村の動向を踏ま
え、成人年齢が現行の２０
歳から１８歳に引き下げら
れた際の成人式の実施方
法を検討していく。

実行委員会
5回程度

補助金
1,200千円

成人式実行委員会

6

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

中央公民館事
業

社会教育法第２０
条の目的に沿っ
た講座を実施し、
公民館活動の活
性化を図る。

中央公民館で実
施している全市
的な事業を、各
地区公民館を中
心に実施していく
ための柔軟な組
織作りが必要で
ある。

新たな人材の確
保のためにも、
地域住民と協働
で実施する事業
や、地域の核と
なる人材育成を
行う事業につい
て、積極的に取
り組む必要があ
る。

４月～
　３月

公民館基本計画に基づ
き、住民の生涯学習や生
活における文化の向上・
健康増進などに資するた
めの講座や講習会等を開
催する。

公民館全体の取りまとめ
や指導助言を行い、併せ
て全市的な事業を開催す
る。

地区公民館が各分館の活
動支援及び新たに分館を
設置する区域への活動支
援を行うための指導助言
を行う。

公民館活動を活性化する
ため、地域情報の収集や
先進地事例等の情報発信
を行う。

住民への学習機会の提供
と各種事業を通じて、地域
の公民館活動の核となる
人材の育成及び支援を行
う。

公民館基本計画に基づ
き、地域の実情に合わせ
た主体的な活動を促進す
る地区公民館の体制づく
りを行う。

全市的な事業の実施方法
を見直し、公民館全体の
取りまとめや指導助言を
行うための中央公民館組
織機能の見直しを行う。

事業の実施内容・実施方
法についての協議・検討
を行い、随時事業の見直
しを行う。

年間5事業程度
（延べ20回程
度）

講師謝礼
91千円
消耗品費
156千円
使用料及び賃
借料
68千円

行政関係機関
市内小・中学校
社会教育関係団体
各種サークル
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助金等
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講師謝礼
310千円
消耗品費
312千円
委託料
112千円
使用料及び賃
借料
271千円

分館
行政関係機関
市内小・中学校
社会教育関係団体
各種サークル

公民館基本計画
の公民館の設置
目的及び実施す
る事業の内容に
沿った事業を実
施していく必要が
ある。

新たな人材の確
保のためにも、
地域住民と協働
で実施する事業
や、地域の核と
なる人材育成を
行う事業につい
て、積極的に取
り組む必要があ
る。

中央公民館組織
機構の見直しに
より、全市的な事
業を地区公民館
で実施するに際
して、住民が参
加しやすい環境
を整える必要が
ある。

４月～
　３月

公民館基本計画に基づ
き、住民の生涯学習や生
活における文化の向上・
健康増進などに資するた
めの講座や講習会等を開
催する。

公民館情報を広く発信す
るとともに、参加しやすい
環境を提供する。

住民への学習機会の提供
と各種事業を通じて、地域
の公民館活動の核となる
人材の育成及び支援を行
う。

各地区公民館長、地域活
動指導員を通じて、各分
館の活動支援及び新たに
分館を設置する区域への
活動支援を行う。

・次世代を担う青少年の
健全育成を目的とした事
業

・地域住民が集い、懇親、
交流、情報交換し、地域
住民や関係団体が活性化
することを目的とする事業

・伝統文化の継承と世代
間交流を通して地域コミュ
ニティの活性化を推進す
る事業

・地域団体の活性化と生
きがいづくり、仲間づくりを
目的とした事業

・地域住民と共に企画・運
営し、地域が主体となって
事業を実施することを目
的とした事業

・地域の核として活動する
人材を育成及び支援する
事業

地域住民のニーズをくみ
取りつつ、住民が相互学
習ににより地域活動の主
体者となり得るような地域
住民参加型の事業を推進
する。

事業の実施計画、実施方
法等について、ヒアリン
グ・協議・検討を行い、随
時事業の見直しを行う。

様々なライフステージにお
ける多様なテーマから地
域課題に即した、地域人
材を活用できる事業・講座
の企画・運営を通じ、地域
の核として活動する人材
の育成及び支援を行う。

中央公民館組織機構の見
直しにより、全市的な事業
を地区公民館で実施する
に際して、その実施方法
等の検討を行う。

年間30事業程
度
（延べ90回程
度）

7

4　生涯学習
の実現を目
指す社会教
育の推進

（2）学習機会
の提供及び
学習成果の
活用促進

⑤　公民館
事業

地区公民館事
業

社会教育法第２０
条の目的に沿っ
た講座を実施し、
公民館活動の活
性化を図る。


